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   令和２年度柏市健全化判断比率等審査の意見について  

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２

２条第１項の規定により審査に付された令和２年度柏市健全化判断

比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

書類について審査した結果，次のとおり意見書を提出します。  
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 １  比 率 (％ )は ， 総 務 省 が 示 す 健 全 化 判 断 比 率 等 の 算 定 方 法  

  に 基 づ き ， 原 則 と し て 小 数 点 以 下 第 ２ 位 ま た は 第 ３ 位 を 切  

  り 捨 て て 表 示 し た 。  

 ２  ポ イ ン ト と は ， 比 率 （ ％ ） 間 の 単 純 差 引 数 値 で あ る 。  

３  表 中 の 該 当 数 値 な し の 場 合 は ，「 － 」 で 表 示 し た 。  

４  表 中 の 負 数 は ，「 △ 」 で 表 し た 。  

５  文 中 の 金 額 は 千 円 単 位 で 表 示 し た が ， 単 位 未 満 を 四 捨 五  

 入 し た 。  
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令和２年度  柏市健全化判断比率審査意見  

 

 

１  審査の種類  

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第

９ ４ 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。） 第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 健 全 化

判断比率審査  

２  審査の対象  

  法第２条で定義する次の比率（以下総称して「健全化判断比  

 率」という。） 並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類  

 (1) 実質赤字比率  

 (2) 連結実質赤字比率  

 (3) 実質公債費比率  

 (4) 将来負担比率  

３  審査の着眼点  

  柏 市 監 査 等 実 施 要 領 ４ (2)別 項 第 １ ０ 節 「 健 全 化 判 断 比 率 等 審

査の着眼点」に定める着眼点のほか，本年度の監査計画に位置付

けられた重点審査項目を踏まえた着眼点を用いた。  

４  審査の主な実施内容  

  令和２年度健全化判断比率審査は，市長から提出された健全化

判断比率，その算定の基礎となる事項を記載した書類につ いて，

計数，所管部署から提出された関連資料との突合及び関係職員か

らの説明聴取等により，以下の視点から行った。  

 (1) 健全化判断比率は，法令等に則して正確に算定されているか。  

 (2) 健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は，

適正に作成されているか。  

 (3) 前年度の当該審査に係る意見書において付した意見への対応

状況について。  

５  審査の期間及び質疑実施場所  

 (1) 期間  

   令和３年６月１日から令和３年８月１１日まで  

 (2) 質疑実施場所  

   柏市役所本庁舎４階４０３会議室  
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６  審査の結果  

  審査は，柏市監査基準に準拠し実施した。その結果， 審査に付  

された健全化判断比率は，関係法令の規定に基づいて算定され，

かつ，その算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作成さ

れているものと認められた。  

  また，健全化判断比率は，財政健全化計画の策定が義務付けら

れる基準として国が定める「早期健全化基準」を下回っているこ

とが認められた。  

７  各比率の状況  

  近年の健全化判断比率の推移は，次のとおりである。  

（ 単 位 ： ％ ）  

 3 0 年 度  元 年 度  ２ 年 度  
早 期 健 全

化 基 準  

財 政 再 生

基 準  

実 質 赤 字 比 率  
－  

(△ 5 . 6 7 ) 
－  

(△ 5 . 0 7 ) 
－  

(△ 6 . 2 7 ) 11.25  20.00  

連 結 実 質 赤 字 比 率  
－  

(△ 2 6 . 6 9 ) 
－  

(△ 2 8 . 9 3 ) 
－  

(△ 3 0 . 4 7 ) 16.25  30.00  

実 質 公 債 費 比 率  2.9  2.2 2.5 25.0  35.0  

将 来 負 担 比 率  
－  

(△ 3 1 . 1 ) 
－  

(△ 3 4 . 7 ) 
－  

(△ 3 3 . 4 ) 350.0   

 ＊ 実 質 赤 字 比 率 及 び 連 結 実 質 赤 字 比 率 は ， 黒 字 収 支 の た め 比 率 は 算 定 さ れ て お ら

ず 「 － 」 表 示 と な る 。 将 来 負 担 比 率 は ， 将 来 負 担 額 に 対 し て 充 当 可 能 財 源 等 が 上

回 っ た こ と か ら 比 率 は 算 定 さ れ て お ら ず 「 － 」 表 示 と な る 。 参 考 の た め 財 政 部 財

政 課 提 出 「 健 全 化 判 断 比 率 等 審 査 資 料 」 か ら 算 出 さ れ る 数 値 を 括 弧 内 に 掲 載 し た 。  

  

  実質赤字比率及び連結実質赤字比率は，いずれの会計において

も実質収支が黒字となった。  

  実質公債費比率は，前年度を 0.3 ポイント上回る 2.5％となっ

た。  

  将来負担比率は，将来負担額に対して，充当可能財源等が上回

ったことから，将来負担比率は算定されなかった。  

  よって，前年度と同様，全ての比率が早期健全化基準を下回っ

た。  

 (1) 実質赤字比率  

   一般会計等における実質収支の赤字額の標準財政規模に対す

る比 率， す なわ ち 一般 会計 等 の赤 字 額が １年 間 の 経 常 一般 財 源

に対 して ど れく ら いの 割合 に なる の かを 示 し た もの で あり ， 財

政運 営の 悪 化の 度 合い を示 す 指標 で ある 。 令 和 ２年 度 の市 の 一



3 

 

般会計等の実質収支は 5,102,221 千円の黒字となったことから，

実質赤字比率は算定されなかった。  

 (2) 連結実質赤字比率  

   市の全会計における実質収支の赤字額（公営企業会計は資金

の不 足額 ） の合 計 の標 準財 政 規模 に 対す る 比 率 ，す な わち 全 て

の会 計の 赤 字額 が １年 間の 経 常一 般 財源 に対 し てど れ くら い の

割合 にな る のか を 示し たも の であ り ，地 方公 共 団体 全 体の 財 政

運営 の悪 化 の度 合 いを 示す 指 標で あ る。 令和 ２ 年度 の 市の 実 質

収支 は全 て の会 計 にお いて 黒 字 と な り， その 実 質収 支 額及 び 資

金剰 余 額 の合 計 は 24,768,772 千 円と な っ たこ と か ら， 連 結 実

質赤字比率は算定されなかった。   

 (3) 実質公債費比率  

   一般会計等が決算年度に負担する地方債等の元利償還金及び

これ に準 ず る経 費 の合 計の 標 準財 政 規模 （基 準 財政 需 要額 に 算

入 さ れ る 公 債 費 等 を 除 く 。） に 対 す る 比 率 ， す な わ ち 借 入 金 の

返済 額な ど が１ 年 間の 経常 一 般財 源 に対 して ど れ く ら いの 割 合

にな るの か を示 し たも ので あ り， 地 方公 共団 体 の実 質 的な 公 債

費負 担の 規 模を 示 す指 標で あ る。 直 近の ３か 年 にお け る算 出 値

の平均により算定した市の実質公債費比率は，前年度を 0.3 ポ

イント上回り， 2.5％となった。  

 

 (4) 将来負担比率  

   一般会計等が将来にわたって負担すべき実質的な負債の総額

の 標 準 財 政 規 模 （ 基 準 財 政 需 要 額 に 算 入 さ れ る 公 債 費 等 を 除
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く 。） に 対 す る 比 率 ， す な わ ち 地 方 債 残 高 や 債 務 負 担 行 為 に 基

づく 支出 ， 職員 の 退職 金な ど が １ 年 間の 経常 一 般財 源 に対 し て

どれ くら い の割 合 にな るの か を示 し たも ので あ り， 地 方公 共 団

体の 実質 的 な負 債 の規 模を 示 す指 標 であ る。 令 和２ 年 度の 市 の

将来 負担 比 率は ， 地方 債の 現 在高 や 債務 負担 行 為に 基 づく 支 出

予定額などの将来負担額 125,101,015 千円に対して，財政調整

基金や都市計画税等の充当可能財源等 149,594,965 千円が上回

ったことから，将来負担比率は算定されなかった。  
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（参考）柏市健全化判断比率等の算定対象となる会計の範囲  

柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特別会計

学校給食センター事業特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護老人保健施設事業特別会計

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

法
非
適

用
企
業

公設総合地方卸売市場事業特別会計

東葛中部地区総合開発事務組合

柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合

千葉県市町村総合事務組合

千葉県後期高齢者医療広域連合

北千葉広域水道企業団

柏市土地開発公社

柏市まちづくり公社

柏市医療公社

柏市みどりの基金

千葉県信用保証協会　他

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

健全化判断比率等の対象範囲

一
般
会
計
等

（
普
通
会
計

）

一般会計

一般会計等に
属する特別会計

公
営
事
業
会
計

一般会計等以外の
特別会計のうち
公営企業に係る
特別会計以外の
特別会計

公
営
企
業
会
計

公営企業に
係る会計

法
適
用
企
業

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率
将

来

負

担

比

率

資

金

不

足

比

率

実

質

赤

字

比

率

（会
計
ご
と
に
算
定
）

 

＊ （ 出 典 ） 財 政 部 財 政 課 「 令 和 元 年 度 決 算 に か か る 健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金 不 足 比

率 に つ い て 」  

＊  表 中 の 「 法 適 用 企 業 」 と は 地 方 公 営 企 業 法 の 全 部 又 は 一 部 を 適 用 す る 公 営 企 業 ，  

 「 法 非 適 用 企 業 」 と は そ れ 以 外 の 公 営 企 業 で あ る 。  
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令和２年度  柏市資金不足比率審査意見  

 

１  審査の種類  

  法第２２条第１項の規定による資金不足比率審査  

２  審査の対象  

  法第２２条第２項で定義する資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類  

３  審査の着眼点  

  柏 市 監 査 等 実 施 要 領 ４ (2)別 項 第 １ ０ 節 「 健 全 化 判 断 比 率 等 審

査の着眼点」に定める着眼点のほか，本年度の監査計画に位置付

けられた重点審査項目を踏まえた着眼点を用いた。  

４  審査の主な実施内容  

  令和２年度資金不足比率審査は，市長から提出された資金不足

比率，その算定の基礎となる事項を記載した書類について，計数，

所管部署から提出された関連資料との突合及び関係職員からの説

明聴取等により，以下の視点から行った。  

 (1) 資金不足比率は，法令等に則して正確に算定されているか。  

 (2) 資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は，適

正に作成されているか。  

 (3) 前年度の当該審査に係る意見書において付した意 見への対応  

  状況について。  

５  審査の期間及び質疑実施場所  

 (1) 期間  

   令和３年６月１日から令和３年８月１１日まで  

 (2) 質疑実施場所  

   柏市役所本庁舎４階４０３会議室  

６  審査の結果  

  審査は，柏市監査基準に準拠し実施した。その結果， 審査に付

された資金不足比率は，関係法令の規定に基づいて算定され，か

つ，その算定の基礎となる事項を記載した書類は適正に作成され

ているものと認められた。  

  また，いずれの公営企業会計における資金不足比率についても，

経 営 健 全 化 計 画 の 策 定 が 義 務 付 け ら れ る 基 準 と し て 国 が 定 め る
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「経営健全化基準」を下回っていることが認められた。  

７  各公営企業会計における資金不足比率の状況  

  資金不足比率は，公営企業の資金不足額が事業規模に対してど

れくらいの割合になるかを示したものであり，公営企業の経営の

悪化の度合いを示す指標である。  

  近年の市の資金不足比率の推移は，次のとおりである。   

 

（ 単 位 ： ％ ）  

 区   分  
資 金 不 足 比 率  

経 営 健 全 化  

基 準  

3 0 年 度  元 年 度  ２ 年 度  

20.00  

法

適

用 

病 院 事 業 会 計  
－  

(△ 3 9 . 9 ) 
－  

(△ 4 1 . 1 ) 
－  

(△ 4 6 . 0 ) 

下 水 道 事 業 会 計  
－  

(△ 7 0 . 3 ) 
－  

(△ 8 7 . 2 ) 
－  

(△ 7 9 . 5 ) 

水 道 事 業 会 計  
－  

(△ 1 1 8 . 0 ) 
－  

(△ 1 3 5 . 0 ) 
－  

(△ 1 4 5 . 1 ) 

法

非

適

用 

公 設 総 合 地 方 卸 売

市 場 事 業 特 別 会 計  
－  

(△ 2 8 . 7 ) 
－  

(△ 2 5 . 9 ) 
－  

(△ 3 1 . 3 ) 

 ＊ 上 表 に お け る 資 金 不 足 比 率 は ， い ず れ も 資 金 不 足 額 が 発 生 し な か っ た た め ， 当

該 比 率 は 算 定 さ れ て お ら ず 「 － 」 表 示 と な る 。 参 考 の た め 財 政 部 財 政 課 提 出 「 健

全 化 判 断 比 率 等 審 査 資 料 」 か ら 算 出 さ れ る 数 値 を 括 弧 内 に 掲 載 し た 。 な お ， 当 数

値 は 小 数 点 以 下 第 ２ 位 を 四 捨 五 入 し て 表 示 し て い る 。  

 

  市において資金不足比率の算定対象となるのは，病院事業，下

水 道 事 業 ， 水 道 事 業 （ 以 上 ， 地 方 公 営 企 業 法 の 全 部 又 は 一 部 適

用）及び公設総合地方卸売市場事業（地方公営企業法非適用）の

４事業に係る公営企業会計であるが，全ての公営企業会計におい

て資金不足額が発生しなかったため，資金不足比率は算定されな

かった。  
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令和２年度  柏市健全化判断比率等審査総括意見  

 

  審査の結果，特に付すべきものと判断した事項を，総括意見と

して次のとおり付記する。  

 

 １  柏市独自の財政健全化指標による健全な行財政運営について  

   健全化判断比率は，全ての比率が早期健全化基準を下回る結  

  果となった。また，資金不足比率については，公営企業４会計  

  とも黒字収支となり，資金不足は発生しなかった。  

  将来負担比率は，将来負担額に対して充当可能財源等が上回  

 ったことから算定されなかったが，国が定めた当指標では北部  

 地域における学校建設や，清掃施設をはじめとする公共施設の  

 老朽化対策，児童相談所の設置等今後地方債を活用して行うこ  

 とが見込まれる事業費は考慮されていない。  

  市では令和３年３月に柏市第五次総合計画の後期基本計画と  

 して柏市経 営戦 略方針をまと めて おり，その中 で経 常収支比率，  

 将来負担比率，実質公債費比率，市債残高比率の４つを柏市独  

 自の財政健全化指標として定め，中核市平均を基準値として設  

 定したとの こと である。この 基準 値より健全な 状態 を保つよう，  

 引き続き持続可能な行財政運営に努められたい。  

 

２  安定した税収の確保について  

  少子高齢化の進行に加え，収束の兆しが見えない新型コロナ  

 ウイルス感染症拡大の影響による市税の減収が懸念される中，  

 市税収入の多くを占める個人市民税と固定資産税の安定的な確  

 保に努められたい。  

  特に，固定資産税については，空き家の相続人不明等所有者  

 を把握できないことが全国的に大きな問題となっている。国等  

 の動向を注視しながら効果的な施策を検討されたい。  

 


